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１．地方自治法等の一部改正

② 監査制度の充実強化

・ 監査委員が監査等を行うに当たっては、監査基準に従うこととし、監査基準は、

各地方公共団体の監査委員が定め、公表

（監査基準の策定について、国が指針を示し必要な助言を実施）

・ そのほか、監査制度について以下の見直しを実施

勧告制度の創設 ・ 議選監査委員の選任の義務付けの緩和（※） ・ 監査専門委員の創設（※）

条例により包括外部監査を実施する地方公共団体の実施頻度の緩和（※） 等

地方自治法等の一部を改正する法律の概要

地方公共団体等における適正な事務処理等の確保並びに組織及び運営の合理
化を図るため、内部統制に関する方針の策定等、監査制度の充実強化、地方公
共団体の長等の損害賠償責任の見直し等を行うとともに、地方独立行政法人に
ついて、その業務への窓口関連業務等の追加及び適正な業務を確保するための
規定の整備を行う等の措置を講ずる。

２．地方独立行政法人法の一部改正

① 内部統制に関する方針の策定等

・ 都道府県知事及び指定都市の市長は、内部統制に関する方針を定め、これに

基づき必要な体制を整備（その他の市町村長は努力義務）

・ 方針を策定した長は、毎会計年度、内部統制評価報告書を作成し、議会に提出

① 地方独立行政法人の業務への窓口関連業務等の追加

・ 地方独立行政法人の業務に「申請等関係事務の処理」（転入届、住民票の写しの

交付請求の受理等のいわゆる窓口関連業務）を追加

② 地方独立行政法人における適正な業務の確保

・ 地方独立行政法人の業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項の

業務方法書への記載の義務付け等を実施

④ 地方公共団体の長等の損害賠償責任の見直し等

・ 条例において、長や職員等の地方公共団体に対する損害賠償責任について、

その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、賠償責任額を限定して

それ以上の額を免責する旨を定めることを可能に

（条例で定める場合の免責に関する参酌基準及び責任の下限額は国が設定）

・ 議会は、住民監査請求があった後に、当該請求に関する損害賠償請求権等の

放棄に関する議決をしようとするときは、監査委員からの意見を聴取

③ 決算不認定の場合における長から議会等への報告規定の整備

・ 地方公共団体の長等は、決算不認定の場合に、当該不認定を踏まえて必要と

認める措置を講じたときは、その内容を議会等に報告・公表

３．施行期日

（国の独立行政法人制度改革（平成26年度）を踏まえた改正）

・ １．は平成32年４月１日（②の一部及び③は平成30年４月１日）
［④は各地方公共団体が定める条例の施行の日以後の長や職員等の行為に基づく損害賠償責任について適用］

・ ２．は平成30年４月１日（②の一部は平成32年４月１日）
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出典：総務省「地方自治法等の一部を改正する法律の概要」（平成29年改正）、全1ページ。
URL：https://www.soumu.go.jp/main_content/000489578.pdf
閲覧日：2026年10月6日。原典を掲載し、資料番号・出典欄を付記。
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改正の背景

地方自治法等の一部を改正する法律（平成29年法律第54号）

地方自治法等の一部を改正する法律の概要

・ 人口減少社会において資源が限られる中で
は、地方公共団体間の事務の共同処理の仕
組みの他に、外部資源を活用することも重要

窓口業務のように、公権力の行使にわたる
ものを含めた包括的な業務について、地方独
立行政法人の活用を制度上可能とすることも、
選択肢の一つ

・ 人口減少社会において、最少の経費で最大
の効果を挙げるよう、地方公共団体の事務の
適正性の確保の要請が高まる

長、監査委員等、議会、住民が、役割分担
の方向性を共有しながら、それぞれが有する
強みを活かして事務の適正性を確保するこ
とが重要

(1) ガバナンスのあり方 (2) 外部資源の活用による行政サービスの提供

① 内部統制に関する方針の策定等
② 監査制度の充実強化
③
④ 地方公共団体の長等の損害賠償責任の見直し等

(1) 地方自治法等の改正 (2) 地方独立行政法人法の改正

①
② 地方独立行政法人における適正な業務の確保

第31次地方制度調査会
「人口減少社会に的確に対応する地方行政体制及びガバナンスのあり方に関する答申」
（平成28年3月16日総理手交）

地方独立行政法人の業務への窓口関連業務等の追加

決算不認定の場合における長から議会等への報告規定の整備
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出典：総務省自治行政局行政課長 森 源二「『地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン（たたき台）』について」
（平成30年11月19日）、p.1（PDF 2ページ目）「地方自治法等の一部を改正する法律の概要」。
公開先：日本公認会計士協会　https://jicpa.or.jp/exclusive/public/20181119mic_paper1.pdf#page=2
閲覧日：2026年10月6日。同図表の収録ページを原典PDFから掲載し、資料番号・出典欄を付記。
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